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下野市地域福祉計画策定委員会設置要綱 

平成２３年１月４日 

告示第１号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条に規定する下野市地域福祉計画（以下

「計画」という。）を策定するに当たり、計画案を検討するため、下野市地域福祉計画策定委

員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、計画の策定に関する事項について協議し、その結果を市長に報告する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 関係機関又は団体の推薦を受けた者 

（３） 公募による者 

（令２告示１４２・一部改正） 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する報告を終えたときまでとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを決定する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、過半数の委員が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 委員会は、必要に応じ、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を聴くこと

ができる。 

資料 １－１ 
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（検討部会） 

第７条 委員会の所掌事務を補佐するため、委員会に検討部会を置く。 

２ 検討部会の部会員は、健康福祉部長及び社会福祉課長のほか、別表に掲げる課に所属す

る職員のうちから、その長が指名する者をもって構成する。 

３ 検討部会に部会長及び副部会長を置き、部会長には健康福祉部長、副部会長には社会福

祉課長をもって充てる。 

４ 検討部会は、部会長が招集し、その議長となる。 

５ 検討部会は、必要に応じ、会議に部会員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を聴く

ことができる。 

（平２３告示１９・追加、平２７告示１２８・一部改正） 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康福祉部社会福祉課において処理する。 

（平２３告示１９・旧第７条繰下） 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

（平２３告示１９・旧第９条繰下、平２７告示１２８・旧第１０条繰上） 

附 則 

この告示は、平成２３年１月４日から施行する。 

附 則（平成２３年２月３日告示第１９号） 

この告示は、平成２３年２月３日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日告示第６１号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月１７日告示第３６号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年４月１日告示第７５号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年８月１８日告示第１２８号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２２日告示第１４２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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附 則（令和６年３月２９日告示第５１号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

（平２３告示１９・追加、平２３告示６１・平２６告示３６・平２７告示７５・平２７告示１２

８・令６告示５１・一部改正） 

総合政策課、市民協働推進課、安全安心課、社会福祉課、子育て応援課、こども家庭センター、

高齢福祉課、健康増進課、学校教育課、生涯学習文化課 

 


